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多文化共生の推進に関する研究会（第２回）浜松市資料 

 

2019.12.25浜松市企画調整部国際課 

 

■浜松市－外国人住民の状況  

 

１ 外国人住民数の推移－各年３月末現在（人） 

区    分 1990（H2） 1998（H10） 2008（H20） 2015（H27） 2019（H31） 

ブラジル 1,457 10,086 19,461 8,706 9,363 

計 4,748 16,032 33,326 20,920 24,433 

 

２ 外国人住民数－2019.11 末現在（人） 

区  分 ブラジル 
フィリ 

ピ ン 
ベトナム 中  国 ペ ル ー 韓  国 

イ ン ド 

ネ シ ア 
その他 計 

永 住 者 5,685 1,911 757 1,201 1,219 227 162 581 11,743 

定 住 者 3,001 1,060 162 76 347 28 112 105 4,891 

日本人の

配偶者等 
602 356 44 170 38 66 32 171 1,479 

永住者の

配偶者等 
298 160 71 55 81 5 15 36 721 

特    別 

永 住 者 
1 0 0 0 0 730 0 65 796 

技能実習 0 407 1,126 401 0 0 535 226 2,695 

留    学 0 16 359 136 0 34 52 264 861 

家族滞在 20 15 155 184 0 14 34 248 670 

そ の 他 31 102 462 347 5 75 105 641 1,768 

計 9,638 4,027 3,136 2,570 1,690 1,179 1,047 2,337 25,624 
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■多文化共生に係る取組み 

 

１ 多文化共生センター運営事業 

外国人市民の定住化に対応した様々な支援を実施するため、多文化共生コーディネーターなど

の専門スタッフの配置をはじめ、多言語による生活相談や情報提供のほか、地域における多文化

共生の取組や多様性を生かしたまちづくりに関連した事業を実施 

 事業概要◇多言語による生活相談（ポルトガル語、英語、タガログ語、中国語、ベトナム語、 

スペイン語、インドネシア語） 

     ◇ワンストップ相談コーナー（出入国在留管理局との連携による） 

     ◇情報収集・提供（生活・行政手続・国際交流活動・多文化共生活動関連情報の収集

と提供） 

     ◇地域共生事業（自治会地域活動支援、地域共生自治会会議の開催） 

     ◇多文化防災事業（災害時多言語支援センター体制整備、モデル地区防災訓練支援等） 

     ◇人材育成事業（国際理解教育推進、国際経験豊かな人材を活用した学校・地域への

研修講師派遣等） 

     ◇多様性を生かしたまちづくり事業（多文化共生MONTH、地域活性化セミナー等） 

     ◇多文化共生活動支援事業（多文化共生講座、ネットワーク構築支援等） 

 

２ 外国人学習支援センター運営事業 

 外国人の子供から大人までを対象とした総合的な学習支援の拠点として、日本語教室の開催を

はじめ、日本語ボランティア養成講座、多文化体験講座等の各種講座を市民協働により実施 

※センター施設内に外国人学校（準学校法人）が所在 

事業概要◇外国人市民を対象とした日本語教室 

     ◇外国人市民に日本語を教えるボランティアを養成する講座 

     ◇外国人市民・日本人市民が異文化にふれる多文化体験講座 

     ◇日本人向け、外国人支援者を対象としたポルトガル語講座 

     ◇日本語ボランティア等を対象とした地域日本語学習支援 

     ◇外国にルーツを持つ青少年のキャリア支援事業 

     ◇外国人の子どもの不就学ゼロ作戦事業 

     ◇外国人学校への日本語教師派遣 

 

３ 地域共生推進事業 

（１） 外国人市民共生審議会の開催 

地域社会の構成員である外国人市民が、市民生活を営む上での諸問題や日本人市民と外国人

市民との共生の推進等について調査審議 

（２） 外国人市民カウンセリング事業 

  外国人市民を対象に、特にこころの悩みなどを中心に、夜間にポルトガル語による電話相談

を実施／相談員育成・研修実施 

（３） 在住外国人向けホームページ管理運用業務 

生活者としての外国人市民が求める情報を提供するため、英語、ポルトガル語、やさしい日

本語、スペイン語、タガログ語、中国語、ベトナム語の７言語対応によるホームページを管理
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運用 

（４） 多文化共生推進協議会の開催 

「多文化共生都市・浜松」の実現に向け、多文化共生に関わる各種団体・関係機関やコミュ

ニティらの参画を得て、多文化共生のまちづくりをオール浜松体制により推進 

（５） 浜松市多文化共生推進功労者表彰事業 

多文化共生に積極的・先駆的・継続的に取り組む企業や団体、個人に対する表彰制度 

（６） タブレット型情報端末を利用した多言語通訳支援事業 

コミュニケーション不足の解消と迅速な行政手続き支援のため、多言語対応のタブレット型 

 情報端末を活用し、窓口におけるサービスの向上を推進 

 

４ 外国人集住都市会議事業 

外国人住民が多数居住する都市をもって構成される外国人集住都市会議への参画を通じ、外国

人住民に係わる様々な課題の解決に取り組むとともに、外国人住民の多様性を都市の活性化につ

なげる施策等についての調査・研究を行うなかで提言などをまとめ国等に発信（※平成 13年浜松

市の提案により設立） 

 

５ 外国人学校支援事業 

（１） 外国人学校教育事業費補助金 

静岡県の基準により各種学校として認可を受けた市内所在外国人学校に対し補助 

（２） 外国人学校児童生徒教科書購入費補助金 

市内の外国人学校に通う児童・生徒のうち、教科書を購入する学齢期の児童生徒の保護者に

対し、1人あたり 1万円を上限として教科書購入費用の 1/3を補助 

 

６ 多文化共生のまち発信事業 

全国最多のブラジル人が居住している本市の特徴を活かし、市民によるチーム及び全国からの

サンバチームが参加するコンテストの開催を通じて、日本人市民と外国人市民の交流を促進する

とともに、「多文化共生都市・浜松」を発信 

 

７ 定住外国人の子供の就学促進事業 

外国人の子供の就学促進のため、関係機関と連携し、不就学等就学に課題を抱える外国人の子

供の学びの場を確保するとともに、公立学校や外国人学校等教育機関への就学につなげるために

必要な支援を実施 
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８ 参考－近年の取組 

（１）2019 年度 

・指定都市市長会外国人材の受入・共生社会実現プロジェクト 

  ※外国人との共生社会実現に資する施策事例集 

・多文化共生センター相談窓口機能の拡充 

・カナル・ハママツ HP－ベトナム語追加 

※2004～「英語」「ポルトガル語」 

2013～「タガログ語」「スペイン語」「中国語（繁体字）」追加 

2010～「やさしい日本語」追加 

・都市間連携国際サミット 2019浜松 

（２）2018 年度 

・第２次浜松市国際戦略プラン策定 

・日本人市民及び外国人市民の意識実態調査 

・多文化共生活動表彰 

・「やさしい日本語」活用の手引き作成 

・タブレット端末による多言語通訳事業 

（３）2017 年度 

・第２次浜松市多文化共生都市ビジョン策定 

・インターカルチュラルシティネットワーク加盟 
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■多文化共生に係る課題と今後の施策の方向性 

 

１ 課題 

（１）外国人市民の地域社会での活躍促進 

異なる文化を持つ市民が孤立、あるいは隔離されていくことは、地域社会に望ましい結果をも

たらさない。日本語や日本文化を習得する機会の提供、多言語による相談対応や生活・行政情報

の提供などのコミュニケーション支援を行うとともに、相互交流機会の創出が必要。また、地域

における生活上のトラブルを減らしていくため、必要なルールについての共通理解を深め、遵守

を促していくことが大切。さらに、南米出身の外国人が増加し始めてから四半世紀が経過し、日

本で生まれ育った第二・第三世代がこれからの地域社会の一員となることから、彼らの積極的な

社会参画を促していくことも求められる。全ての市民が果たすべき義務を遂行し、得られるべき

権利を享受することができ、外国人市民も社会の構成員としてまちづくりに主体的に参画できる

環境整備を進めていく必要がある。 

（２）将来の浜松を担う次世代の育成・支援 

人口減少・少子高齢化が進む中、持続可能な活力ある地域社会を維持していくためには、外国

にルーツを持つ子供 たちをこれからの浜松を担う重要な構成員と見据えていくことが大切。子供

たちが自らの持つ力を十分に発揮し、地域社会を支える役割を担う人材となるよう育成・支援に

取り組んでいく必要がある。さらに、グローバル化が進展する社会の中、日本人の子供に対する

異なる文化を学び理解を深める国際感覚の涵養、そしてコミュニケーション能力向上のための語

学力の育成も必要。 

（３）安全・安心して暮らせる社会づくり 

2008年（平成 20年）の世界金融危機から 10年が経過したが、景気回復の実感が伴わない中、

雇用環境をはじめ外国人の生活基盤は依然脆弱なまま。また、近年全国各地で相次ぐ地震や豪雨

災害などの大規模災害への対策により、誰もが安全・安心な暮らしを実感できる地域づくりが必

要。 

＜今後の課題＞ 

・関係諸機関とのネットワークの強化・情報共有 

・日本人市民の多文化共生に関する理解促進・意識醸成 

・多文化共生に関連した地域における交流機会の創出 

・日本人市民と外国人市民の相互理解・交流の促進 

・外国人市民のまちづくりへの参画促進 

・学齢期を過ぎた外国人青少年の社会参加促進 

・外国人市民が多様な文化を発信できる機会の創出 

・外国人市民の地域社会での活躍促進 

・留学生等外国人の雇用促進 

・世界の多文化共生都市との連携強化 

・災害時多言語支援センターの体制整備 

・各種発信ツールを活用した多言語情報の効果的な提供 

・日本語学習支援体制の充実 

・地域での相互理解を進める人材の育成と活用 

・生活していく上で必要な相談対応・情報提供の充実 
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２ 今後の施策の方向性 

（１）異なる文化を持つ市民がともに構築する地域づくり 

 多文化共生を推進していくためには、多様な文化的背景を持つ市民がお互いを認め合い、理解

し合い、活発な対話や交流が行われ、ともに地域社会を築き上げる必要がある。このため、さま

ざまな主体によるオール浜松体制での多文化共生推進や共生に関する意識醸成、相互理解・交流

の促進、外国人市民のまちづくりへの参画促進などの取組を進めていくことが大切。 

また、日常生活のなかにおいても、お互いに顔の見える関係を築いていくなかで同じ地域社会の

構成員として対等な関係を築いていくことが必要。 

（２）多様性を都市の活力と捉え、発展していく地域づくり 

 誰もが活躍できる魅力ある都市としての持続的な発展のためには、外国にルーツを持つ子供た

ちを含む、将来の浜松を担う次世代の育成・支援が重要。また、外国人市民が持つ多様な文化は、

都市の活力の源泉となり得るもの。誰もが自らの持つ能力を発揮し、多様性を生かした文化の創

造・発信、そして地域の活性化を目指す。さらに、このような多様性を生かす視点からの取組の

推進にあたっては、国内外の多文化共生都市との連携強化・関係構築を図り、互いの知見やノウ

ハウを共有していくことが必要。 

（３）誰もが安全・安心な暮らしを実感できる地域づくり 

多くの外国人市民の生活基盤は未だ脆弱な状態にある。また、さまざまな解決すべき生活・地

域課題も依然残っている。そのような課題に対する取組を着実に実施し、誰もが安全・安心な暮

らしを実感できる地域をつくることが大切。一方、共生のためには、外国人市民も生活言語であ

る日本語の習得に加え、社会保険料や税金の納付などの社会的な義務を確実に遂行していくとと

もに、地域社会の一員として基本的な生活ルールを身に付ける必要がある。権利の尊重と義務の

遂行に基づき、地域での共生を進めるために必要となる具体的な支援を引き続き進めていく必要

がある。 

 

 



7 

 

■組織体制（多文化共生推進体制） 

 

 多文化共生社会の実現のためには、市単独ではなく、関係機関や諸団体、市民の協力を得たオ

ール浜松体制での取組の推進が必要。浜松市多文化共生推進協議会を通じた取組や、浜松国際交

流協会を中核とした関連する市民団体・ボランティアとのネットワーク強化、多文化共生に関す

る優良事例の積み上げとその共有を図る。 

 

１ 多文化共生に携わる多様な関係機関等との連携促進 

国、県の関係諸機関や市内の諸団体が協力・連携して多文化共生を推進していくため、浜松市

多文化共生推進協議会を開催。また、外国人市民が地域生活を営む上での諸問題や共生の推進等

について調査審議する浜松市外国人市民共生審議会を開催。 

 

２ 浜松国際交流協会を中核としたネットワーク強化 

多文化共生に携わる NPO 等支援団体、ボランティア等として活動をしている市民、さらに産

官学の連携を促進するため、本市における多文化共生の推進母体である（公財）浜松国際交流協

会を中核としたネットワークの強化を図る。 

 

３ 多文化共生優良事例の共有 

多文化共生社会づくりに積極的に取り組み、その業績が他の模範となるべき優れた先駆的・継

続的な取組を行っている企業や団体、個人に対して、その功労をたたえるため、表彰する制度。

さらに、そうした取組における多文化共生に関する成功事例を積み上げ、発信し、幅広く共有し

ていくことで、多文化共生の進展に寄与していく。 

 

************************************************************************************* 

 

【参考－市の多文化共生担当部署】 

 

○浜松市国際課１２人  

正規職員６人 ＣＩＲ２人（英語圏）非常勤職員４人（うちポルトガル語通訳３人） 

 

○事業所（運営を公益財団法人浜松国際交流協会へ委託） 

✓ 浜松市多文化共生センター１５人 

   市派遣職員１人 プロパー職員４人（うちポルトガル語１人） 非常勤職員１人（ポルト

ガル語） 臨時職員９人（うち多言語相談５人中国語２人、タガログ語１人、ベトナム語１

人、スペイン語１人） 

※以上公益財団法人浜松国際交流協会職員 

✓ 浜松市外国人学習支援センター９人 

   プロパー職員４人（うちポルトガル語１人） 非常勤職員３人 臨時職員２人  

※以上公益財団法人浜松国際交流協会職員 




